私立学校被災児童生徒等就学支援事業費補助金チェックリスト（私立学校用）
	被災内容
	提出・確認内容

	１号（全壊半壊）

２号（全焼半焼）

３号（流失）
	１　提出書類　

□（必須）事業計画書

□（必須）授業料等減免確認書（個票）
□（必須）罹災証明書
□（必須）法人等で定める減免実施概要が確認できる書類
□（必須）被災児童生徒等あてに通知した減免通知の写し

□（施設型給付受給園必須）市町村から通知される利用者負担額決定通知書の写し
□（該当がある場合）本補助金以外の減免等実施確認書類
□（該当がある場合）未添付一覧表
２　確認内容　

(1) 事業計画（実績）書

　　□ 補助上限額に誤りが無いか

※幼稚園284,372円、施設型給付受給園284,372円、小学校314,000円、中学校235,500円、高校・特支・専修(高等)532,431円、専修(専門)は上限設定無し(上限はＨ29年度用)
□ 入学選考料減免がある場合(専修専門を除く)補助金額に含まれているか

□ 専修(専門)の補助金額が小数点以下切り上げられた金額になっていないか

　※小数点以下切り捨てで計算する
(2) 授業料等減免確認書(個票)

【共通】

□ 被災時住所・保護者氏名が罹災・被災証明書と合っているか
【幼・小・中・高・特・専・各はこちらにチェック】

□ 学則規定授業料等(A欄)が最新の学則基準の金額と合致しているか

※最新の学則内容の確認
・入学金…入学時に一括徴収する施設整備費・維持費などがある場合はそれらも含む記載

・授業料…学則で定める授業料のみ記載

・施設整備費等…授業料と同等とみなすことができる納付金の記載（教材費・実習費・維持費等）

※入学金と施設整備費に、それぞれ教材費・実習費を分けて計上する場合、わかるようにしておくこと。（メモ記載など）

　　【施設型給付受給園はこちらにチェック】

　　□基本負担額が利用者負担額決定通知書の金額と合致しているか
　　□特定負担額が最新の学則基準の金額と合致しているか

　　　※特定負担額…入学選考料、入学金、施設整備費に相当するものとする。

　　　　　　　　　　但し、入学金においては、費用の性質が教育・保育の対価である場合とする。
□ 当該補助金以外支給額(B欄)に、他の補助金等が記載されているか（原則なし）
□ 補助申請額（C欄）は、法人減免額と一致、補助上限額を超えていないか
(3) 罹災証明書　

□ 罹災状況（区分） ※罹災証明書にて確認

□ 「住居の全壊」　□ 「住居の大規模半壊」　□ 「住居の半壊」

□ 「住居の全焼」　□ 「住居の半焼」□ 「住居の流失」

□ 罹災者と児童生徒との関係 ※学資を主としている者の罹災か

　　□ 父母、□ 祖父母、□ その他（児童生徒との関係を確認）

□ 被災直前まで居住していた家屋か？

※罹災証明書の添付が無い場合は、その内容がわかる書類


	４号（収入減）
	１　提出書類　

□（必須）事業計画（実績）書

□（必須）授業料等減免確認書（個票）
□（必須）罹災証明書又は被災証明書

□（必須）収入の申立書
□（必須）法人等で定める減免実施概要が確認できる書類
□（必須）被災児童生徒等あてに通知した減免通知の写し

□（施設型給付受給園必須）市町村から通知される利用者負担額決定通知書の写し
□（該当がある場合）本補助金以外の減免等実施確認書類

□（該当がある場合）未添付一覧表
２　確認内容　
(1) 事業計画（実績）書

　　□ 補助上限額に誤りが無いか

※幼稚園284,372円、施設型給付受給園284,372円、小学校314,000円、中学校235,500円、高校・特支・専修(高等)532,431円、専修(専門)は上限設定無し(上限はＨ29年度用)
□ 入学選考料減免がある場合(専修専門を除く)補助金額に含まれているか

□専修(専門)の補助金額が小数点以下切り上げられた金額になっていないか

　※小数点以下切り捨てで計算する
(2) 授業料等減免確認書(個票)

【共通】

□ 被災時住所・保護者氏名が罹災・被災証明書と合っているか
【幼・小・中・高・特・専・各はこちらにチェック】

□ 学則規定授業料等(A欄)が最新の学則基準の金額と合致しているか

※最新の学則内容の確認
・入学金…入学時に一括徴収する施設整備費・維持費などがある場合はそれらも含む記載

・授業料…学則で定める授業料のみ記載

・施設整備費等…授業料と同等とみなすことができる納付金の記載（教材費・実習費・維持費等）

※入学金と施設整備費に、それぞれ教材費・実習費を分けて計上する場合、わかるようにしておくこと。（メモ記載など）

　　【施設型給付受給園はこちらにチェック】

　　□基本負担額が利用者負担額決定通知書の金額と合致しているか

　　□特定負担額が最新の学則基準の金額と合致しているか

　　　※特定負担額…入学選考料、入学金、施設整備費に相当するものとする。

　　　　　　　　　　但し、入学金においては、費用の性質が教育・保育の対価である場合とする。
□ 当該補助金以外支給額(B欄)に、他の補助金等が記載されているか（原則なし）

□ 補助申請額（C欄）は、法人減免額と一致、補助上限額を超えていないか
(3) 罹災証明書又は被災証明書

□ 罹災証明書は、一部損壊となっているか

※罹災証明書に全壊・大規模半壊・半壊・全焼・半焼・流出の記載がある場合は上記１～３号に該当する者として申請させること

□ 被災証明書は、被災世帯としての内容か

(4) 収入の申立書

□ 保護者・学資を主として負担している者か
□ Ｈ22の収入が年350万円以上であったが、震災を契機として、Ｈ23以降の収入が年350万円未満となっているか
　　□ 申立書の備考欄に記載された収入減少の事由について、書類等で確認できるものは当該書類により、確認できる書類等が無い場合は聞き取り調査などを行った書類で確認すること。（要押印。複数まとめることも可）


	５号（原発）
	１　提出書類　

□ （必須）事業計画（実績）書

□ （必須）授業料等減免確認書（個票）

□ （必須）罹災証明書又は被災証明書
□（必須）法人等で定める減免実施概要が確認できる書類
□（必須）被災児童生徒等あてに通知した減免通知の写し

□（施設型給付受給園必須）市町村から通知される利用者負担額決定通知書の写し
□（該当がある場合）本補助金以外の減免等実施確認書類

□（該当がある場合）未添付一覧表
２　確認内容　
(1) 事業計画（実績）書

　　□ 補助上限額に誤りが無いか

※幼稚園284,372円、施設型給付受給園284,372円、小学校314,000円、中学校235,500円、高校・特支・専修(高等)532,431円、専修(専門)は上限設定無し(上限はＨ29年度用)
□ 入学選考料減免がある場合(専修専門を除く)補助金額に含まれているか

□専修(専門)の補助金額が小数点以下切り上げられた金額になっていないか

　※小数点以下切り捨てで計算する
 (2) 授業料等減免確認書(個票)

【共通】

□ 被災時住所・保護者氏名が罹災・被災証明書と合っているか
【幼・小・中・高・特・専・各はこちらにチェック】
□ 学則規定授業料等(A欄)が最新の学則基準の金額と合致しているか

※最新の学則内容の確認
・入学金…入学時に一括徴収する施設整備費・維持費などがある場合はそれらも含む記載

・授業料…学則で定める授業料のみ記載

・施設整備費等…授業料と同等とみなすことができる納付金の記載（教材費・実習費・維持費等）

※入学金と施設整備費に、それぞれ教材費・実習費を分けて計上する場合、わかるようにしておくこと。（メモ記載など）

　　【施設型給付受給園はこちらにチェック】

　　□基本負担額が利用者負担額決定通知書の金額と合致しているか

　　□特定負担額が最新の学則基準の金額と合致しているか

　　　※特定負担額…入学選考料、入学金、施設整備費に相当するものとする。

　　　　　　　　　　但し、入学金においては、費用の性質が教育・保育の対価である場合とする。
□ 当該補助金以外支給額(B欄)に、他の補助金等が記載されているか（原則なし）

□ 補助申請額（C欄）は、法人減免額と一致、補助上限額を超えていないか
(3) 罹災証明書・被災証明書

□ 原子力災害によることが証明書から見受けられるか
(4) 要綱・要領等に掲載する区域内

□ 警戒区域内か
□ 計画的避難区域（平成23年4月22日付）に該当する地域からの避難か

※地域詳細に関しては、市町村ごとに確認

　　□ 自主避難ではないか

	その他添付書類
	□授業料等減免確認書（個票）

被災時住所・保護者氏名が罹災証明書または被災証明書に記載が無い　　　　　　　　⇒住民票、運転免許証、健康保険証などの添付があるか


⑤





様式１








